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ヴァレー州山岳集落の自立型食糧生産システムにみる 
資源の共同管理 
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It can be inferred that communal usage of production equipment in Valais traditional communities would 
be historically reflecting the local community's sustainability. Based on the author’s field survey, this study 
analyzes the resource management for energy and foods in the community. 
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１． 序章 
（１）研究背景と目的 
中世ヨーロッパでは、パン窯や水車などの生産設備の
共同化が進められた。領邦国家における生産設備の共同
化には、領主の利権であるバナリテ（禁制権）に基づく使
用税の徴収という目的があった。一方で、スイス南部に位
置するヴァレー州におけるパン窯の共同化には、資源の
持続的活用という目的があった[1]。ヴァレー州では、パ
ン窯の他に、水車・水路・貯蔵庫といった共同生産設備が
建設され、これらを用いた自立型食糧生産システムが構
築されてきた。このシステムには、経験に基づく合理的か
つ持続的な資源活用法が反映されていると考えられる。 
そこで本研究では、ヴァレー州山岳集落の共同生産設
備に焦点を当て、地域コミュニティによる資源管理手法
を明らかにすることを目的とする。また、この研究により、
合理的な資源活用法を提示することで、今後の持続的社
会の在り方を探る契機となることを目指す。 
（２）研究方法 
本研究では、ヴァレー州の 12 集落における現地調査と、
その他の地域に関する文献調査をもとに、以下の 3 段階
に分けて研究を行なう。1）土地利用形態の分析から集落
構造を明らかにすることで、山岳集落における生活の実
態を把握する。2）共同生産設備の配置・機能・利用形態
の分析により、共同生産設備の社会的役割を抽出する。3）
共同生産設備を用いた地域コミュニティによる資源管理
手法を明らかにする。 
集落構造と共同生産設備の配置の分析には、スイスジ
オポータルおよびグーグルマップの地図・航空写真を利
用している。 
また、現地調査では、図 1 の地域において、共同パン
窯協会、自治体関係者、博物館職員に対するヒアリングを
行なった。調査対象①～⑫の集落では、共同生産設備を対
象として、包括的な研究を行ない（段階 1~3）、乾燥地域
に該当する⑬⑭の集落では、水路を対象として、水資源の
管理手法に焦点を当てた研究を行なった（段階 3）。 
 
 
図 1 調査対象地[2] 
 
２． 垂直型構造の集落における移動生活 
本章では、研究対象①～⑫の集落について、土地利用形
態の分析から集落構造を明らかにする。 
（１）気候・地理条件 
ヴァレー州の大部分は、山脈と谷で構成されている。2
つの山脈に挟まれた谷部では、雨陰現象が生じる。これに
より降水量・降雪量ともに山頂部に集中するため、谷部は
乾燥した地域となる。 
（２）垂直型の集落構造 
a）垂直型かつ分散型の土地利用形態 
山岳集落では、葡萄栽培とライ麦栽培を主とする耕種
農業と畜産農業を生業としていた。ヴァレー州では、標高
300m～700m が葡萄栽培適地、標高 1100m～1600m が
ライ麦栽培適地、標高 1300m～2000m が酪農適地とされ
ている。現地ヒアリング調査と航空写真を用いた分析に
より、研究対象地では、栽培適地に応じた垂直型の土地利
用形態を有することが判明した(図 3～図 7)。 
さらに、文献調査地であるトーベルでは、分散型の土地
利形態を有することが明らかになった。1902 年の調査[3]
によると、1 家族当たりの土地の平均所有数が 19 箇所に
も及ぶことが明らかになった。一例では、標高 1100m～
2000m に位置する酪農地 7 箇所、標高 1100m～1600m
に位置する穀物栽培地 5 箇所、標高 700m 前後に位置す
る葡萄栽培地 1 箇所の計 13 箇所の土地所有が確認され
ている。 
ヴァレー州山岳集落は、適地適作としての「垂直型土地
利用」と危機管理としての「分散型土地利用」を特徴とす
る垂直型の集落構造を有していた。 
b）集落中心部の役割 
集落中心部では、住居や教会の他に、パン窯や乳製品製
造所・屠殺場といった「加工設備」と食糧・文書・祝祭服
といった財産を収容する「納屋」が整備された。さらに、
コンソルタージュと呼ばれる地域コミュニティの運営方
針を定める会議が開かれた。すなわち、集落中心部は、加
工場および貯蔵場としての役割に加えて、地域コミュニ
ティの中核としての役割を担っていたと考えられる。 
（３）複数拠点をもつ移動生活 
垂直型構造の集落における生活には、生産活動に応じ
た移動が伴う。トーベルの場合、集落中心部から生産地へ
の平均移動時間は 40 分以上であり、更に離れた生産地へ
の移動時間は 100 分以上であることが読み取れた[4]。 
そこで、生産効率の向上を図るために、山岳住民たちは、
複数の生活拠点を持っていた。集落中心部の住居の他に、
酪農用住居（マイヤン Mayen）と葡萄栽培用住居（マゾ
Mazots）を所有していた [5]。このことから、集落中心部・
酪農地・葡萄栽培地の少なくとも3つの生活拠点を軸に、
移動生活を送っていたことが推察できる。 
 次に、文献調査をもとに、トーベルにおける生産活動と
年間移動を表した図を作成した(図 2)。山岳集落では、11
月～2 月は積雪により生産活動が制限されるため、3 月～
10 月が主な労働期間となる。トーベルでは、年間を通し
て集落中心部に生活拠点を置き、夏期の放牧と、春期から
秋期の葡萄栽培の時期に、各生産地に生活拠点を移動し
ていたことが明らかになった。パン焼き・屠殺・乳製品製
造といった加工作業は、移動の前後に行なわれていた [6]。
また、トーベルと同様の集落構造や慣習が見られること
から、研究対象①～⑪の集落においても移動生活がなさ
れていたものと推測できる。 
（４）食糧備蓄の慣習 
不作期および生産活動の制限を受ける冬期に備えて、
山岳集落では食糧備蓄の考え方が存在する。そのため、ラ
イ麦パン・乾燥肉・チーズといった長期保存が可能な食糧
を、地域コミュニティ単位で大量に生産し、集落中心部の
貯蔵庫に備蓄するという慣習があった。 
 
 
図 2 標高に応じた生産活動と年間移動図/トーベル  
 図 3 集落構成図/プロペラ  図 4 集落構成図/ラヴォワール 
 
図 5 集落構成図/ヴォレージュ  図 6 集落構成図/トーベル 
 
図 7 コミューン構成図/アニヴィエ  図 8 調査対象地の標高分布 
  
３． 生産設備の共同化 
前章において、山岳集落では地域コミュニティ単位に
よる食糧生産を行なっていたことが明らかになった。本
章では、パンの生産プロセスに着目して、共同生産設備
の社会的役割を抽出する。 
（１）生産設備の概要 
a）水路 
主な用途は、畑地灌漑用水と畜産用水の供給であった
[7]。13 世紀以降、乾燥した地域を中心として全長 1km
～15km にも及ぶ水路が建設されてきた。その建設方法
は地形と地質に依存する。水路は、山間部の水源から谷
部の集落に至るまで、多様な土地に建設されるため、同
一水路において複数の建設方法が見られた。 
b）製粉水車 
当時の生活における主な動力源は水であったため、河
川から引いた水路上に産業用水車が建設された。製粉水
車もその 1 つである。製粉水車は石臼の回転力を水流か
ら得ている。水車の回転が石臼に直接伝達される単純機
構が多く見られた。 
c）パン窯 
パン窯は、石灰岩・花崗岩・砂利といった熱容量が大
きい材料で造られている。そのため、一定範囲で温度を
保つことができる反面、初期加熱時には多くの時間と燃
料が必要となる。窯の大きさは多様であるが、ラヴォワ
ールとヴォレージュでは、約 50kg のパンを焼くことが
できる大きさを有する。50 kg とは、3～5 人の 1 か月の
食糧に相当する。また、19 個の事例分析から、「独立屋
外単機能型」、「併設屋外単機能型」、「独立屋内型」、
「併設屋内型」の 4 つの建築分類を抽出した。 
 
図 9 独立屋外単機能型 図 10 併設屋外単機能型 
図 11 独立屋内型 図 12 併設屋内型 
 
d）納屋 
山岳集落には、多数の高床式の納屋が見られる。収穫
後から脱穀前の穀物を収容する穀物庫（ラッカード
Raccard）と、パン・乾燥肉・チーズといった食糧や文書、
祝祭服などの財産を収容する貯蔵庫（グルニエ Grenier）
の 2 種類があることが判明した。 
（２）所有形態 
本節では、共同生産設備の所有形態を明らかにする。
コンソルタージュは利権保持者による共同体、ブルジョ
ワジーは集落に古くから住んでいる家族、コミューンは
行政区域を示す。 
研究対象集落の水路は、全て共同所有かつ共同使用で
あった。文献調査[8]においても、水路は同様の事例が多
いことが分かった。また、その所有権はコンソルタージ
ュとコミューンの 2 種類に区分される。 
水車は、個人所有かつ共同使用されており、個人やブ
ルジョワジーが所有権を保持していた。水車には製粉職
人が必要であることから、所有者は少人数で構成され、
加工済みのライ麦粉を集落住民やコンソルタージュに分
配していたことが推測される。 
次にパン窯に着目する。個人所有かつ共同使用の事例
と共同所有かつ共同使用の事例が両方確認された。共同
所有の場合は、コンソルタージュが所有権を有している
ものが複数見られた。 
納屋には多様な所有形態が見られたが、文献調査[9]に
よると、穀物庫は個人所有かつ個人使用、貯蔵庫は共同
所有かつ共同使用が多い傾向が見られることが分かった。 
地域差や個体差はあるが、水路は共同所有かつ共同使
用、水車は個人所有かつ共同使用、パン窯は個人・共同
所有かつ共同使用、穀物庫は個人所有かつ個人使用、貯
蔵庫は共同所有かつ共同使用が多い傾向が見られた。 
また、複数の集落において、コンソルタージュによる
水路・パン窯の管理運営がなされていることが明らかに
なった。 
 
表 1 生産設備の所有形態 
 
（３）共同生産設備の社会的役割 
本節では、共同生産設備には地域資源管理の役割があ
ったと考え、複合的な視点から考察を行なう。本研究に
おける地域資源とは、水や森林資源といった自然資源の
他に、労働力や時間といった人的資源および食糧資源を
含む。 
a）防火機能の向上 
食糧備蓄の慣習をもつ山岳集落において、火災は恐ろ
しい存在である。図 13 は、ヴァレー州の火災の歴史を表
している。集落の一部を襲った火災 27 件、集落全体を襲
った火災 39 件の記録が残されていることが判明した。調
査対象地であるトロワトロンでは、1605 年に一部の集落
が火災に見舞われている。また、アニヴィエでは、1838
年にアヤとミシオン、1845 年と 1858 年にサンリュック
が火災によって被害を受けている。 
 
 
 
図 13 火災マップと調査対象地[10] 
 
 トロワトロンでは、1610 年にコレール、1663 年にプ
ロペラにおいて共同パン窯が建設された。アニヴィエで
は、1890 年にミシオン、1937 年にアヤ、1800～1900 年
頃にサンリュックにおいて共同パン窯が建設された。こ
のように、共同パン窯は火災後に建設されていことが分
かる。 
次に、パン窯の建築類型と火災リスクに関する考察を
行なう。パン窯と住居が一体化している併設型は、独立
型と比べて延焼リスクが大きい。また、パン窯の焼成口
が外部に露出している屋外型は、屋内型と比べて外部に
対する延焼リスクが大きい。屋外型の場合は、延焼対策
として隣棟距離の確保が必要となる。他機能と隔離され、
熾火や灰が外部に拡散する要因も少ないことから、独立
屋内型が火災リスクを最小限に抑えることができる。 
調査隊領地に着目すると、火災が発生したコレール、
ミシオン、アヤでは独立屋内型が建設され、プロペラ、
サンリュックでは、隣棟距離を確保した上で屋外型が建
設されている。このことから、共同パン窯は、火災対策
が考慮されていると言える。 
また、火元と貯蔵場所の分離配置による防火機能の向
上が見込めることから、共同パン窯と納屋は、食糧資源
保護の役割を担うと考えられる。 
 
表 2 火災発生年と共同パン窯建設年 
 
  
b）労働資源の集約化 
 図 14 は、パン焼き頻度が明らかになった集落に関し
て、共同パン窯から製粉水車までの行程とパン焼き頻度
の相関性を表したグラフである。このグラフから、コミ
ューン毎に地域差があることが読み取れる。 
週 1 回のパン焼きを行なうプロペラは、製粉水車まで
距離 2.7 km ・ 標高差 878m と比較的短い行程である。
また、年 3～12 回のパン焼きを行なうラヴォワールは、
距離 9 km 前後・標高差 600m~700m、年 1～3 回のパン
焼きを行なうヴォレージュは、距離 33 km・標高差 911m
もの長い行程である。この 3 集落に関しては、製粉水車
までの行程が長くなるに従い、パン焼き頻度が減少する
傾向が見られた。山岳住民にとって、製粉のための移動
は大きな負担であったことが推察できる。 
これらの移動を集落単位で行なうことは、運搬コスト
の削減に繋がる。生産設備の共同化は地域労働としての
食糧生産システムを構築した。その結果として、労働資
源の集約効果が生じた。 
c）水資源の効率的活用 
前項に対して、アニヴィエでは同様の傾向が見られな
い。製粉水車を集落内に有しているにも関わらず、パン
焼き頻度が少ない。この要因は、製粉用水路の流水量に
関係する。ヒアリングによると、サンリュックやファン
では、雪解け水を水源としていることから、十分な流水
量を確保することが困難であった。そのため、製粉水車
の上流に溜池を建設し、製粉時に必要な水力を確保する
などの工夫が見られた。また、雪解け水は春期限定の河
川であることから、おのずと製粉期間が限定される。製
粉後の穀物は保存に適さないため、パンに加工する必要
がある。以上より、アニヴィエにおける役割は、運搬コ
スト削減ではなく、限られた水資源の有効活用の一環で
あることが推測される。製粉水車とパン窯の共同化は、
地域資源を集落単位で有効活用・管理する効果を有する。 
 
 
図 14 製粉のための移動とパン焼き頻度の関係[11] 
 
d）熱のカスケード利用 
 プロペラでは 1 ㎥の木材を使用して 1 週間、サンリュ
ックでは 2 ㎥の木材を使用して 2 日半かけてパン窯を加
熱していた。このように、パン窯の初期加熱時には膨大
な時間と木材が必要とされる。それに対して、再加熱時
には少しの時間と木材で一定温度を保つことができる。
別の地域では、初期加熱時の木材使用量が 366.5 ポンド
（約 166kg）であるのに対して、再加熱時（6 回目）は 74
ポンド(約 34kg)であるという記録が残されている[12]。
連続使用することで熱損失を抑えて、熱のカスケード利
用を行なっていた。パン窯の共同化には、集落全体にお
ける木材使用量の減量効果があったと考えられる。 
（４）まとめ 
ヴァレー州山岳集落は、自給自足を基本とする社会で
ある。共同生産設備は、自然資源の節約効果・人的資源
の集約効果・食糧資源の保護効果による地域資源管理の
役割をもつと考えられる。 
 
４． コンソルタージュによる資源の共同管理 
前章にて、多くの水路やパン窯の所有権をコンソルタ
ージュが有していたことが明らかになった。本章では、
水路とパン窯を主対象として、コンソルタージュによる
地域資源の管理手法を明らかにする。 
（１）コンソルタージュの概要 
コンソルタージュは、共同生産設備・地域資源の利用
権を保持する地域住民によって構成されている。コンソ
ルタージュの構成員は、地域資源に関する管理運営の役
割を担っており、地域労働の義務が生じる。 
明確な発足年は不明だが、13 世紀にはコンソルタージ
ュが既に存在していた [13]。コンソルタージュは、地域
住民によって運営されてきた共同体であるため、発展の
形は地域によって多様である。そのため、運営方法や規
則には地域差が生じる。また、1998 年 3 月 24 日発行の
スイス民法第 126 条～131 条の中で、コンソルタージュ
の権利が法的に承認・保護されていることから、現役の
共同体であることが推測できる。 
（２）水資源の管理 
本節では、コンソルタージュによって管理されていた
2 つの水路を主対象として、その管理手法を明らかにす
る。また、コミューンによって管理されていた水路
Bitallia も参考とする。 
 
表 3 研究対象とする水路 
 
 
 
図 15 水路ネットワーク/アイヨン[14] 
a）組織構成 
コンソルタージュ構成員の中から、検察官 2 名、保守
作業官1名、水利権の決定権や説明責任をもつ長官2名、
水門管理官 2~3 名、監査官 1 名を任命して、管理運営を
行なっていた[15][16]。監査官は、専門の技術を要するた
め、地域コミュニティの外部の者が選出されることもあ
った。 
b）水の利用単位 
各家族の水利権は、木製文書に記録され、使用可能な
水量が「ポーズ pose」という単位によって定められてい
た。この単位は、水門を全開時の 4 分の 1 を開放した状
態における 3 時間分の流水量に相当する。Bitallia の木
製文書では、四角の数によって所有単位数が表されてい
る（図 16）。Bisse d'Ayent では、1610 年までこの単位
が用いられており、Bitallia と同様の方法で管理されて
いた。また、水利権の単位数に応じて、地域労働や維持
費用などの負担が定められていた。 
 
図 16 木製文書[17] 図17 水門/Bisse d’Ayent 
 
c）分水システム 
研究対象地では、分岐と合流を繰り返す複雑な水路ネ
ットワークが形成されている。分岐点では、分水板と分
水嶺を用いた給水システムが構築されていた。分水板を
用いる方法は、最も簡易的であり、給水量が時間によっ
て管理される。分水嶺を用いる方法は、給水量が水門の
開門量と開門時間によって管理される。Bisse d'Ayent は
後者に当てはまり、図 19 のような分水嶺が設置されてい
た。このような分岐点において、水門の開閉操作は水門
管理官の役目であった。そして、配水量の監視や水路の
維持管理は監査官の役目であった。 
 
図 18 分水板[18] 図 19 分水嶺 
 
d）建設管理 
その他のコンソルタージュと同様に、水路に関しても
利用権獲得のためには、労働が義務付けられており、建
設時や補修時には、コンソルタージュに属する家族が総
出で労働を行なった。 
 春期は水路利用に向けた準備の時期である。まず、
第 1 の作業は水路の清掃であった。冬期において放置さ
れた水路上に散乱している倒木・小枝・砕石を除去する
必要があった。第 2 の作業は水路の状態確認である。上
流から徐々に放水して水漏れがないか確認をしながら、
補修作業を行なう。 
夏期は水路利用が最も活発になる時期である。この期
間は、任命された者が中心となって、配水を行なう。秋
期も同様である。そして、積雪の影響を受けて生産活動
が制限される冬期は、水路が使用されない時期となる。 
e）規則 
地域コミュニティの利益に反する恐れがあるため、基
本的に、コンソルタージュに対する部外者の介入が禁止
されていた。集落内に土地を有する者のみが、コンソル
タージュに属することが可能であり、部外者に対する水
利権の売却は禁止されている。 
また、違反者に対する罰則も定められていた。水路の
損傷した場合、水利権を超越して水を利用した場合は罰
金が科されていたことが判明した[19]。さらに重い懲罰
として 13 世紀には腕切り、14 世紀にはコンソルタージ
ュからの追放が科されていた。 
（３）パンの生産管理 
a）パン焼き期間 
研究対象集落では、個人単位ではなく集落・コンソル
タージュ単位で、年に数回のパン焼きを行なっていた。
各集落のパン焼き頻度は表 4 のとおりである。パン焼き
頻度が少ないほど、1 度に焼く量が多くなるため、パン焼
き期間が長くなる。この期間として、サンリュックでは
1 か月間、アヤとファンでは 15 日間設けていた。 
 
表 4 年間パン焼き回数 
 
 
b）木材負担の分配 
前章で述べた通り、パン窯の初期加熱には大量の木材
を必要とする。そのため、いくつかの集落では、木材負
担量を平等にするための慣習が見られた。ラヴォワール
では、初期加熱を担当した者が次回のパン焼きでは 2 番
目以降になるよう配慮されており、サンジャンでは、初
期加熱に用いる木材をブルジョワジーの所有する森林か
ら採取することが許可されていた[20][21]。 
c）規則 
水利権と同様に、権利の売却や権利保持者以外の利用
が禁止されており、違反者に対する罰則も定められてい
た。アニヴィエの集落において 1894 年に発布された共
同パン窯に関する規則を以下に記す[22]。 
①有権者は、権利を売却してはならない。この権利は、
直系にのみ相続することができる。 
②全ての有権者の多数決による合意を得ること、および、
引受人が建設費用を負担することを条件として、有権
者はこの権利を譲渡することができる。建設費用とは、
12 フランの金額と 4 日間の労働、1 日あたり 2 フラン
の税金を示す。 
③無権者は、何人たりともパン窯を使用してはならない。
これに反した者は、2 フランの罰金が科される。 
※当時の地域労働の 1 日当たりの賃金は、2～2.5 フラ
ンである[23]。 
  
５． 結章 
ヴァレー州山岳集落における共同生産設備を資源管理
の視点から分析した結果、限られた地域資源を有効活用
する独自の慣習が生み出されてきたことが明らかになっ
た。その慣習の 1 つが、共同生産設備を用いた「自立型
食糧生産システム」である。このシステムは、コンソル
タージュと呼ばれる地域コミュニティによって自主的に
運営されてきた。灌漑用水路・パン窯・製粉水車などの
生産設備を共同化し、集落単位で生産活動を行なうこと
によって、自然資源の節約・労働資源の集約化・食糧資
源の管理を可能にした。これは、長年の経験に基づく合
理的な地域資源管理の一手法である。 
ヴァレー州山岳集落の分析から得られた地域コミュニ
ティによる資源管理手法は、今後の持続的社会の実現に
あたって示唆に富むものである。 
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